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会計 一　般　会　計 所管課 福　祉　課

款 民　生　費
事業名 生活保護総務管理費

項 生活保護費

目 生活保護総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 1,531 1,542 1,545 1,545 14

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 1,531 1,542 1,545 1,545 14

事業

概要

医療費と介護サービス費の審査手数料の支払および要介護認定の審査

等の手数料 今年度

見直し

事 項

事業

目的
医療扶助および介護扶助にかかる審査業務に必要な専門的な経費

その他

現状と

背景
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会計 一　般　会　計 所管課 福　祉　課

款 民　生　費
事業名 生活保護適正実施推進事業

項 生活保護費

目 生活保護総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 2,715 2,447 2,194 2,194 ▲ 521

財

源

内

訳

国 2,327 2,190 2,190 ▲ 137

県

2,190

0

市債 0

その他 0

一般財源 388 257 4 4 ▲ 384

事業

概要

生活保護受給者にかかるレセプト点検、収入・資産調査、扶養義務折衝

および生活保護現業職員の啓発・研修、生活保護電算システムの活用等

の事業
今年度

見直し

事 項

事業

目的

生活保護医療費の節減、世帯の収入額の把握、職員の資質向上、業務

効率の向上につなげて、生活保護の適正実施を推進する。

その他

現状と

背景
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会計 一　般　会　計 所管課 福　祉　課

款 民　生　費
事業名 生活保護事務人件費

項 生活保護費

目 生活保護総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 35,588 32,963 32,963 128 33,091 ▲ 2,497

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 35,588 32,963 32,963 128 33,091 ▲ 2,497

事業

概要
生活保護業務に携わる職員の人件費

今年度

見直し

事 項

事業

目的
生活保護業務に携わる職員の人件費

その他

現状と

背景
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会計 一　般　会　計 所管課 福　祉　課

款 民　生　費
事業名 生活保護就労支援事業

項 生活保護費

目 生活保護総務費 補助単独の別 �補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 2,178 2,300 2,300 2,300 122

財

源

内

訳

国 0

県 2,178 2,300 2,300 2,300 122

市債 0

その他 0

一般財源 0 0 0 0 0

事業

概要

生活保護受給者の就労支援を専ら行う 就労支援員を配置し自立のため

の就労指導を重点的に行う 。 今年度

見直し

事 項

事業

目的

生活保護受給者を就労に結びつけることを目指した支援をすることで世帯

の自立を促進させることを目的とする。

その他

現状と

背景

近年、生活保護世帯において、高齢、傷病、障害、母子などの類型には

属さない、働ける世代を含む「その他世帯」が増加してきている。こう した

状況の中で、「就労支援」は、生活保護行政における重点課題となってい

る。
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会計 一　般　会　計 所管課 福　祉　課

款 民　生　費
事業名 生活保護システム更新事業

項 生活保護費

目 生活保護総務費 補助単独の別 �補助、一部単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 0 10,024 0 9,873 9,873 9,873

財

源

内

訳

国 0 9,071 8,998 8,998 8,998

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 0 953 0 875 875 875

事業

概要

生活保護の申請処理、決定処理、保護費計算（変更）処理、各種調査処

理などを行っている生活保護システムのバージョ ン更新を行う もの 今年度

見直し

事 項

事業

目的

現行の生活保護システムは平成15年に導入しており導入後10年が経過

している。そのためシステムの処理の利便性が低下してきており、新バー

ジョ ン導入により業務効率化を図る。

その他

現状と

背景

現行の生活保護システムは平成15年に導入しており導入後10年が経過

している。そのためシステムの処理の利便性が低下してきており、新バー

ジョ ン導入により業務効率化を図る。


